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「経済再生ケース」におけるPB対象経費（対GDP比） 

「参考ケース」におけるPB対象経費（対GDP比） 

（年度） 

（兆円） 

（注１） PB対象経費については、全て当初予算ベースの数値であり、2015年度以降は内閣府「中長期試算」（2014年７月）の数値。 
（注２） 名目GDPについては、2012年度までは内閣府「国民経済計算」、2013年度以降は内閣府「中長期試算」（2014年７月）の数値。 

内閣府「中長期試算」におけるPB対象経費の推移 

（対GDP比、％） 
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（出典）2020年度は、財務省「後年度影響試算」（26年１月公表、歳出自然体・経済成長3.0％ケース）の数値。 
    ただし、社会保障は2017年度（35.5兆円）以降、毎年度1.0兆円の自然増が生じると仮定して計算。 
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（出典）国立社会保障・人口問題研究所「社会保障費用統計」。平成26年度は厚生労働省（当初予算ベース）による。 
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社会保障給付費と保険料の差額 （兆円） 

（年度） 

H2 H7 H12 H17 H22 H26 
(当初予算) 

給付費 47.2 64.7 78.1 88.5 104.7 115.2 

保険料 39.5 51.2 55.0 55.3 58.5 64.1 

公費 16.2 20.7 25.1 30.0 40.8 42.9 

○ 社会保障給付費が高齢化に伴い増加する中、保険料収入は経済成長率と同程度の伸びにとどまっており、社会保障
給付費の伸びは保険料収入の伸びを常に上回り続けてきた。 

○ わが国社会保障制度は、社会保険方式を採りながら、公費負担（税財源で賄われる負担）に相当程度依存。しかも公
費負担の財源について、特例公債等の発行を通じて将来世代に負担を先送り（財政悪化の最大の要因）。 
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＜年齢階層別一人当たり医療費等＞ 

高齢化の影響①（人口構成の推移と１人当たり医療費等） 

1人当たり医療費 1人当たり医療費国庫負担 

75歳以上 89.2万円 32.6万円 

65歳～74歳 55.3万円 8.5万円 

64歳以下 17.5万円 2.7万円 

要支援・要介護認定率 

75歳以上 31.2％ 

65-74歳 4.4％ 

注1） １人当たり医療費は、年齢階級別の国民医療費を人口で除して機械的に算出した金額。 
注2） 75歳以上の1人当たり国庫負担額は、後期高齢者医療にかかる国庫負担額（4.8兆円）を75歳以上の人口で除して機械的に算出した金額。 
注3） 65歳～74歳及び64歳以下の1人当たり医療費国庫負担額は、医療費に占める国庫負担額の割合をそれぞれの年齢階層における1人当たりの医療費に乗じて機械 

的に算出した金額。 
出典）年齢階層別の人口割合は総務省「人口推計（23年10月）」、医療費は厚生労働省「平成23年度国民医療費の概況」、 

要支援・要介護認定率は社会保障人口問題研究所「将来人口推計」及び厚生労働省「介護給付費実態調査（平成24年11月審査分）」による。 

○ 2025年には団塊の世代が全て後期高齢者（75歳以上）となる。 

○ 高齢になるほど一人当たり医療費や要支援・要介護認定率が高くなることから、年齢構成の高齢化に伴い医療費・介
護費は継続的に増加。 
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（出典） 国立社会保障・人口問題研究所「将来人口推計」（出生中位・死亡中位）（2012年１月） 
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44.5歳 
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＜図１：65歳以上人口等の推移＞ ＜図２：高齢化率等の推移＞ 
（千人） （歳） （％） 

2042年 
38,782 

14,194 

3,825 

23,362 

11,490 

2053年 
24,079 

● 

● 

高齢化の影響②（高齢者人口と高齢化率の見通し） 

○ 団塊世代の死亡等により65歳以上人口は2042年をピークに減少（図１）するが、第2次ベビーブーム世代（1971～74年
生まれ）の高齢化により、2053年には75歳以上人口、2062年には85歳以上人口がそれぞれピークとなる（図１）。高齢化
率は継続的に上昇し、平均年齢も継続的に上昇（図２）。 
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（出典）財政制度等審議会「我が国の財政に関する長期推計」（2014年４月） 
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＜社会保障給付費（対GDP比）の推移＞ 
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ＧＤＰ ４７９．６兆円 
2012年度 

ＧＤＰ ６１０．６兆円 
2025年度 

＜社会保障に係る費用の将来推計（厚生労働省）＞ 

ＧＤＰ １．２７倍 

１０９．５兆円 
（２２．８％） 

（年度） 

社会保障に
係る費用 
１．３６倍 

○ 年齢構成の高齢化に伴い医療費、介護費が継続的に増加することにより、現行制度を維持する場合には、社会保障
給付費は経済成長率を上回って増加することが見込まれる。 

高齢化の影響③（社会保障給付費の見通し） 

（対GDP比、％） 

（注１）  （ ）内の％表示はＧＤＰ比。 
（注２）  「社会保障改革の具体策、工程及び費用試算」を踏まえ、充実と重点化・効率化の効果を反

映している。 
（出典） 厚生労働省「社会保障に係る費用の将来推計の改定について」（2012年３月） 7 



○ 我が国の高齢化率が他国に例をみない速度で進んでいる中、国民負担率は諸外国と比べても低く、特例公債等の発
行を通じて将来世代に負担を先送りしているのが我が国の現状。 

高齢化の影響④（高齢化率と国民負担率の国際比較） 
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（注2）  財政赤字の国民所得比は、日本及びアメリカについては一般政府から社会保障基金を除い

たベース、その他の国は一般政府ベース。 
（出典） ”National Accounts”(OECD), “Revenue Statistics”(OECD)等 
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〇財政健全化に向けた基本的考え方（抜粋）（平成26年５月30日 財政制度等審議会） 

 現行の「中期財政計画」を踏まえ、社会保障については、中期的に給付と負担の均衡を実現できるよう、各年度
において着実に取組みを進め、（略）、ＰＢ対象経費全体について極力抑制すべきである。 

〇経済財政運営と改革の基本方針2014 （抜粋）（平成26年６月24日 閣議決定） 

 人口高齢化等を背景として増大する社会保障については、中期的に受益と負担の均衡を目指しながら、持続可
能な制度の確立に向けて着実に取組を進める。 

（参考１）消費税法第２条（抜粋） 
２ 消費税の収入については、地方交付税法（昭和二十五年法律第二百十一号）に定めるところによるほか、毎年度、制度とし

て確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する経費に充てるものとする。 
 

（参考２）社会保障制度改革推進法第２条（抜粋） 
四 国民が広く受益する社会保障に係る費用をあらゆる世代が広く公平に分かち合う観点等から、社会保障給付に要する費用

に係る国及び地方公共団体の負担の主要な財源には、消費税及び地方消費税の収入を充てるものとすること。 
 

（参考３）持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律第19条（抜粋） 
会議（「社会保障制度改革推進会議」）は、次に掲げる事務をつかさどる。 
一 中長期的に受益と負担の均衡がとれた持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革について、前章の措置の進捗状

況を把握するとともに、社会保障制度改革推進法第二条の基本的な考え方等に基づき、平成三十七年を展望しつつ、総合
的に検討を行い、その結果に基づき、内閣総理大臣に意見を述べること。 

社会保障の受益と負担のバランスの確保について 

 
 

受益と負担のバランス 

○ 社会保障制度の持続可能性や世代間の不公平といった問題を踏まえれば、社会保障の受益と負担のバランスを確
保するための取組みが必要。 
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（注１）社会保障制度改革推進法では、「国民が広く受益する社会保障に係る費用をあらゆる世代が広く公平に分かち合う観点等から、社会保障給付に要する費用に係る国及び地方公共団体の負担の主要
な財源には、消費税及び地方消費税の収入を充てるもの」とされている（社会保障制度改革推進法第２条第１項４号）。 

（注２）計数は、２０１７年度時点の見込み。 
（注３）上図の社会保障４経費のほか、「社会保障４経費に則った範囲」の地方単独事業がある。 
（注４）引上げ分の地方消費税については、地方税法において、社会保障施策に要する経費に充てるとされている。また、引上げ分の地方消費税と消費税に係る交付税法定率分の総額を、地方単独事業を

含む地方の社会保障給付費の総額と比較し、社会保障財源となっていることを毎年度確認することとされている。 

37.8兆円 

消費税引上げに伴う増 
0.8兆円 

年金国庫負担1/2等 
3.2兆円 

社会保障の充実  
2.8兆円 

7.3兆円 
後代への負担の 
つけ回しの軽減 

社会保障４経費 
（国・地方） 
37.8兆円 

社会保障４経費 
（国・地方） 
44.5兆円 

消費税収4％分 
(国・地方） 

（従来の地方 
消費税１％分除く） 

11.2兆円 

＜改革を織り込んでいない姿＞ ＜改革を織り込んだ姿＞ 

0.8兆円 

2.8兆円 

3.2兆円 

14.

0
兆
円 

消
費
税
率
５
％
引
上
げ
分 

社会保障の安定財源確保 

差額 
19.3兆円 

充実 
１％ 

安定 
４％ 

37.8兆円 

消費税収4％分 
(国・地方） 

（従来の地方 
消費税１％分除く） 

11.2兆円 

差額 
26.6兆円 

全
て
社
会
保
障
財
源
化 
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（参考資料） 
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一般会計歳出 

一般会計税収 

４条公債発行額 

（注１）  平成25年度までは決算、平成26年度は予算による。 
（注２）  公債発行額は、平成２年度は湾岸地域における平和回復活動を支援する財源を調達するための臨時特別公債、平成６～８年度は消費税率３％から５％への引上げに先行して行った減税による租税

収入の減少を補うための減税特例公債、平成23年度は東日本大震災からの復興のために実施する施策の財源を調達するための復興債、平成24年度、25年度は基礎年金国庫負担２分の１を実現す
る財源を調達するための年金特例公債を除いている。 

税収と国債発行額 
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142  

158  

168  
175  

187  

197  

209  

216  

222  

226  

241  

247  243  
237  225  

238  
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40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

（兆円） 

(年度末） 

４条公債残高 

特例公債残高 

一般会計税収の約１６年分に相当 
（平成26年度一般会計税収予算額：約50兆円） 

平成26年度末公債残高 
 

約７８０兆円 （見込み） 
 

↓ 
 

国民１人当たり  約６１５万円 
   ４人家族で 約２，４５９万円 

 
※勤労者世帯の平均年間可処分所得 

約５１０万円 
（平均世帯人員 3.42人） 

復興債残高 

（注１）国民１人当たりの公債残高は、平成26年度の総人口（国立社会保障・人口問題 
    研究所「日本の将来推計人口」（平成24年1月推計））で公債残高を除した数値。 
（注２）可処分所得、世帯人員は、総務省「平成24年家計調査年報」による。 

４条公債残高 

特例公債残高 

一般会計税収の約１６年分に相当 
（平成26年度一般会計税収予算額：約50兆円） 

平成26年度末公債残高 
 

約７８０兆円 （見込み） 
 

↓ 
 

国民１人当たり  約６１５万円 
   ４人家族で 約２，４５９万円 

 
※勤労者世帯の平均年間可処分所得 

約５１０万円 
（平均世帯人員 3.42人） 

復興債残高 

（注１）国民１人当たりの公債残高は、平成26年度の総人口（国立社会保障・人口問題 
    研究所「日本の将来推計人口」（平成24年1月推計））で公債残高を除した数値。 
（注２）可処分所得、世帯人員は、総務省「平成24年家計調査年報」による。 

（注１）  公債残高は各年度の３月末現在額。ただし、平成26年度末は予算に基づく見込み。 
（注２）  特例公債残高は、国鉄長期債務、国有林野累積債務等の一般会計承継による借換国債、臨時特別公債、減税特例公債及び年金特例公債を含む。 
（注３）  東日本大震災からの復興のために実施する施策に必要な財源として発行される復興債（平成23年度は一般会計において、平成24年度以降は東日本大震災復興特別会計において負担）を公債残高に

含めている（平成23年度末：10.7兆円、平成24年度末：10.3兆円、平成25年度末：9.0兆円、平成26年度末11.4兆円）。 
（注４）  平成26年度末の翌年度借換のための前倒債限度額を除いた見込額は755兆円程度。 

公債残高の累増 
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平成10年度末 平成15年度末 平成20年度末 平成21年度末 平成22年度末 平成23年度末 平成24年度末 平成25年度末 平成26年度末 

    （1998年度末） （2003年度末） （2008年度末） （2009年度末） （2010年度末） （2011年度末） （2012年度末） （2013年度末） （2014年度末） 

    
＜ 実 績 ＞ ＜ 実 績 ＞ ＜ 実 績 ＞ ＜ 実 績 ＞ ＜ 実 績 ＞ ＜ 実 績 ＞ ＜ 実 績 ＞ ＜ 実績見込 ＞ ＜ 予 算 ＞ 

国 
390  493  573  621  662  694  731  770  811  

( 387 ) ( 484 ) ( 568 ) ( 613 ) ( 645 ) ( 685 ) ( 720 ) ( 747 ) ( 786 ) 

  
普通国債 
残高 

295  457  546  594  636  670  705  744  780  

  ( 293 ) ( 448 ) ( 541 ) ( 586 ) ( 619 ) ( 660 ) ( 694 ) ( 721 ) ( 755 ) 

  

対ＧＤＰ比 
58% 91% 112% 125% 133% 141% 149% 154% 156% 

  ( 57% ) ( 89% ) ( 110% ) ( 124% ) ( 129% ) ( 139% ) ( 147% ) ( 150% ) ( 151% ) 

地 方 163  198  197  199  200  200  201  201  200  

  対ＧＤＰ比 32% 40% 40% 42% 42% 42% 43% 42% 40% 

国・地方 
合計 

553  692  770  820  862  895  932  971  1,010  

( 550 ) ( 683 ) ( 765 ) ( 812 ) ( 845 ) ( 885 ) ( 921 ) ( 948 ) ( 985 ) 

  

対ＧＤＰ比 
108% 138% 157% 173% 179% 189% 197% 202% 202% 

  ( 108% ) ( 136% ) ( 156% ) ( 171% ) ( 176% ) ( 187% ) ( 195% ) ( 197% ) ( 197% ) 

（単位：兆円程度） 

（注１） ＧＤＰは、平成24年度までは実績値、平成25年度は実績見込み、平成26年度は政府見通しによる。 
（注２） 東日本大震災からの復興のために実施する施策に必要な財源として発行される復興債（平成23年度は一般会計において、平成24年度以降は東日本大震災復興特別会計において負担。平成23年

度末：10.7兆円、平成24年度末：10.3兆円、平成25年度末：9.0兆円、平成26年度末：11.4兆円）及び、基礎年金国庫負担２分の１を実現する財源を調達するための年金特例公債（平成24年度末：2.6
兆円、平成25年度末：5.2兆円、平成26年度末：4.9兆円）を普通国債残高に含めている。 

（注３） 平成24年度末までの（ ）内の値は翌年度借換のための前倒債発行額を除いた計数。平成25年度末、26年度末の（ ）内の値は、翌年度借換のための前倒債限度額を除いた計数。 
（注４） 交付税及び譲与税配付金特別会計の借入金については、その償還の負担分に応じて、国と地方に分割して計上している。なお、平成19年度初をもってそれまでの国負担分借入金残高の全額を一

般会計に承継したため、平成19年度末以降の同特会の借入金残高は全額地方負担分（平成26年度末で33兆円程度）である。 
（注５） 平成25年度以降は、地方は地方債計画等に基づく見込み。  
（注６） このほか、平成26年度末の財政投融資特別会計国債残高は101兆円程度。      

国及び地方の長期債務残高 
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社会保障基金債務 １１兆円

独法等債務　１６兆円

① 国 と 地 方 の 公 債 等 残 高 ②国と地方の長期債務残高 ③国債及び借入金現 在高 ④ 一 般 政 府 総 債 務

<平成26年度末見込> <平成26年度末見込> <平成26年度末見込> <平成24年度末実績>

【内閣府計量分析室】 【財務省主計局調査課】 【財務省理財局国債企画課】 【内閣府経済社会総合研究所】

一般会計借入金　１３兆円 借入金等　６８兆円

国の公債残高
［普通国債］
７８０兆円

（７５５兆円）

国の公債残高
［普通国債］
７８０兆円

（７５５兆円）

国の公債残高
［普通国債］
７８０兆円

（７５５兆円）

１，１４４兆円
（１，１１９兆円）

１，１４２兆円１，０１０兆円
(９８５兆円) 政府短期証券　１９９兆円９７１兆円

（９４６兆円）

地方　２００兆円

地方政府債務　１９１兆円

 
 

中
央
政
府
債
務

地方債　１４５兆円

国債
［割引短期国債除く］

６９４兆円

財投債　１０１兆円

国庫短期証券　１６２兆円

借入金等　６３兆円交付税特会借入金　３３兆円

借入金等　３０兆円

利払・償還財源が主として税財源
により賄われる国・地方の長期債
務を集計したもの。

市場からの調達など、国の資金調達
活動の全体像を示すための残高

交付税特会の借入金33兆円を含む

交付税特会の借入金33兆円を含む

一般的な政策経費から発生した
長期債務を集計したもの。

国際比較に資するため、世界共通の基
準（SNA)に基づき、一般政府（中央政府、
地方政府及び社会保障基金）の債務残
高を集計したもの。

交付税特会の借入金33兆円を含む

割引短期国債47兆円を含む

（注1） 「交付税特会」とは、「交付税及び譲与税配付金特別会計」を指す。 
（注2） ( )内は、翌年度借換のための前倒債限度額（25兆円）を除いた額。 
（注3） 平成26年度末の国の公債残高［普通国債］は、復興債（約11.4兆円）を含む額。 
（注4） ①の一般会計借入金とは交付税特会借入金の一部を一般会計に承継したもの。 
（注5） ②の地方の長期債務残高には、地方債、交付税特会借入金、地方公営企業債（普通会計負担分）（22兆円）が含まれる。 
（注6） ②及び③の借入金等＝借入金＋出資国債等。なお、②の借入金等は、地方の負担で償還される交付税特会借入金残高（33兆円程度）を除いた値。 
（注7） ④の国債は普通国債、交付国債及び承継国債、④の借入金等は出資国債等を含む。 

各種統計における「債務残高」 
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▲ 5.0 

0.0

5.0

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

（％） 

（暦年） 

日本 

米国 

英国 

カナダ 

ドイツ 

（％）

暦 年 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005

日 本 ▲ 6.6 ▲ 5.5 ▲ 6.4 ▲ 8.2 ▲ 8.1 ▲ 6.3 ▲ 7.6 ▲ 7.8 ▲ 6.4 ▲ 5.0

米 国 ▲ 3.9 ▲ 2.7 ▲ 1.6 ▲ 1.4 ▲ 0.7 ▲ 2.9 ▲ 6.3 ▲ 7.3 ▲ 6.7 ▲ 5.5

英 国 ▲ 4.1 ▲ 2.1 ▲ 0.1 0.9 5.8 0.4 ▲ 2.2 ▲ 3.5 ▲ 3.5 ▲ 3.4

ド イ ツ ▲ 3.3 ▲ 2.7 ▲ 2.3 ▲ 1.6 1.1 ▲ 3.1 ▲ 3.8 ▲ 4.1 ▲ 3.8 ▲ 3.3

フ ラ ン ス ▲ 4.0 ▲ 3.3 ▲ 2.6 ▲ 1.8 ▲ 1.5 ▲ 1.7 ▲ 3.3 ▲ 4.1 ▲ 3.6 ▲ 3.0

イ タ リ ア ▲ 7.0 ▲ 2.7 ▲ 2.9 ▲ 2.0 ▲ 0.9 ▲ 3.2 ▲ 3.2 ▲ 3.6 ▲ 3.6 ▲ 4.5

カ ナ ダ ▲ 2.7 0.2 0.2 1.8 2.9 0.7 0.0 0.1 1.0 1.7

暦 年 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

日 本 ▲ 3.1 ▲ 2.6 ▲ 3.1 ▲ 8.9 ▲ 8.3 ▲ 8.6 ▲ 8.2 ▲ 8.4 ▲ 7.4

米 国 ▲ 4.5 ▲ 5.0 ▲ 8.4 ▲ 13.7 ▲ 12.6 ▲ 11.2 ▲ 9.6 ▲ 6.5 ▲ 6.0

英 国 ▲ 2.9 ▲ 3.0 ▲ 5.1 ▲ 11.2 ▲ 10.0 ▲ 7.9 ▲ 6.3 ▲ 5.9 ▲ 5.3

ド イ ツ ▲ 1.7 0.2 ▲ 0.1 ▲ 3.1 ▲ 4.2 ▲ 0.8 0.1 0.0 ▲ 0.2

フ ラ ン ス ▲ 2.4 ▲ 2.7 ▲ 3.3 ▲ 7.5 ▲ 7.0 ▲ 5.2 ▲ 4.9 ▲ 4.3 ▲ 3.8

イ タ リ ア ▲ 3.4 ▲ 1.6 ▲ 2.7 ▲ 5.4 ▲ 4.4 ▲ 3.6 ▲ 2.9 ▲ 2.8 ▲ 2.7

カ ナ ダ 1.8 1.5 ▲ 0.3 ▲ 4.5 ▲ 4.9 ▲ 3.7 ▲ 3.4 ▲ 3.0 ▲ 2.1

（出典）OECD "Economic Outlook 95"（2014年5月）

※　数値は一般政府ベース、ただし、日本及び米国は社会保障基金を除いた値。

　　仮にこれを含めれば、以下のとおり。

（％）

暦 年 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005

日 本 ▲ 4.9 ▲ 3.8 ▲ 10.3 ▲ 7.1 ▲ 7.5 ▲ 6.0 ▲ 7.7 ▲ 7.7 ▲ 5.9 ▲ 4.8

米 国 ▲ 3.0 ▲ 1.6 ▲ 0.4 ▲ 0.0 0.8 ▲ 1.4 ▲ 4.8 ▲ 5.9 ▲ 5.5 ▲ 4.2

暦 年 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

日 本 ▲ 1.3 ▲ 2.1 ▲ 1.9 ▲ 8.8 ▲ 8.3 ▲ 8.8 ▲ 8.7 ▲ 9.3 ▲ 8.4

米 国 ▲ 3.1 ▲ 3.7 ▲ 7.2 ▲ 12.8 ▲ 12.2 ▲ 10.7 ▲ 9.3 ▲ 6.4 ▲ 5.8

（注１）本資料はOECD "Economic Outlook 95"による2014年5月時点のデータを用いており、

2014年度予算の内容を反映しているものではない。

財政収支の国際比較（対ＧＤＰ比）

（注２）日本の財政収支については、単年度限りの特殊要因を除いた数値。

イタリア 

フランス 

財政収支（対GDP比）の国際比較 
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（％）

暦 年 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005

日 本 95.1 101.7 113.8 127.9 136.1 144.4 153.5 158.3 166.3 169.5

米 国 67.6 65.3 62.1 58.6 52.7 52.7 55.1 58.3 65.2 64.6

英 国 51.7 51.8 52.7 47.9 45.8 41.0 41.7 42.0 44.2 46.4

ド イ ツ 58.8 60.4 62.3 61.8 60.8 60.1 62.5 65.9 69.3 71.8

フ ラ ン ス 66.4 68.9 72.8 69.0 67.8 67.1 70.7 75.2 77.2 79.0

イ タ リ ア 128.1 129.6 131.8 125.7 120.8 120.1 118.8 116.3 116.8 119.4

カ ナ ダ 109.4 103.1 101.6 92.2 84.2 85.7 84.8 80.3 76.5 75.8

暦 年 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

日 本 166.8 162.4 171.1 188.7 193.3 209.5 216.5 224.6 229.6

米 国 63.4 63.8 72.6 85.8 94.6 98.8 102.1 104.3 106.2

英 国 46.0 46.9 57.3 72.1 81.7 97.1 101.6 99.3 101.7

ド イ ツ 69.8 65.6 69.9 77.5 86.2 85.8 88.5 85.9 83.9

フ ラ ン ス 73.9 73.0 79.3 91.4 95.7 99.3 109.3 112.6 115.1

イ タ リ ア 121.2 116.5 118.9 132.4 131.1 124.0 142.2 145.5 147.2

カ ナ ダ 74.9 70.4 74.7 87.4 89.5 93.6 96.1 93.6 94.2

（出典）OECD "Economic Outlook 95"（2014年5月）

※　数値は一般政府ベース。

債務残高の国際比較（対ＧＤＰ比）

（注）本資料はOECD "Economic Outlook 95"による2014年5月時点のデータを用いており、

2014年度予算の内容を反映しているものではない。
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（＋約78兆円）

（＋約197兆円）
（＋約210兆円）

（＋約59兆円）

約603兆円

+約335兆円 約146兆円
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平成２年度末から26年度末にかけての普通国債残高増加額 ：

歳出の増加要因 ： 税収等の減少要因 ：

平成２年度の収支差分による影響 ： ＋約68兆円

毎年度約３兆円の債務増加 × ２４年 （平成３～２６年度）
（平成２年度の財政赤字約３兆円）

その他の要因（国鉄等債務承継など） ： ＋約54兆円

地方交付税交付金等

社会保障関係費

その他歳出（除く債務償還費） その他収入

税収

公共事業関係費

              部分で普通国債残高

増加額の約７割を占める。 

平成２年度(1990年度)を基準とした普通国債の残高増加の要因分析 

（注１） 平成25年度までは決算、平成26年度は予算による。 
（注２） 東日本大震災からの復興のために平成23～平成27年度まで実施する政策に必要な財源として発行される復興債（平成23年度は一般会計において、平成24年度以降は東日本大震災復興特別会計に

おいて負担）を公債残高からは除くとともに（平成26年度末で11.4兆円）、平成23年度歳出のうち復興債発行に係るもの（7.6兆円）を除いている。 
（注３） 税収のうち交付税法定率分は、歳入歳出両建てである（増減が公債残高の増加に影響しない）ため、歳出・歳入双方の増減要因から控除し、地方交付税交付金等のうちの交付税法定率分以外の部分

（地方の財源不足補てん部分等）を歳出の増加要因として計上している。 

※・約57兆円：税制改正による差
引減収額 
・約107兆円：利子・配当・土地及び

株式譲渡所得に係る所得税収の
平成２年度と各年度の差額累計 
を含む。 
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財政への信認低下による金利上昇 
⇒債務残高の増大により政府財政への信認が損なわれることとなれば、金利の急騰
がもたらされる。 

⇒その場合、国債を大量に保有する金融機関のバランスシートが毀損され（信用力が
落ち）、貸し渋り、貸し剥がし等の萎縮が起きると共に、金融システムが不安定化す
る。そのため、企業や家計の資金調達及び世界経済に悪影響が及ぶ。 

⇒政府財政への信認低下がさらに進めば、金利上昇に留まらず、政府の資金調達が
困難となる。 

政策の自由度の低下 
⇒債務残高の増大により国債費（利払費及び償還額）が増加し、政策経費が圧迫さ

れる。そのため、時々で必要とされる重点政策課題に対応する余地が無くなり、予

算配分が硬直化される。 

⇒さらに進めば、社会保障、文教、防衛、インフラ整備など国民生活に必要不可欠

な政府サービスの水準の低下がもたらされる。 

財政赤字の拡大 （公債発行の増加・債務残高の増大） 

世代間の不公平 
⇒政府の債務（特に赤字国債）の増大を通じて、現役世代の受益

（高齢者の年金、医療、介護等）に対する負担が将来世代に付け

回されている。更に、将来世代においては、膨大な債務を償還す

るための給付減・負担増により、政府サービスの受益や消費活動

が阻害されることとなる。 
民間部門の資金調達の阻害 
⇒景気回復の過程で民間企業や家計の資金需要が増大する。そうし

た中で、政府が赤字国債の発行を通じて巨大な資金を吸収し続け、

肥大化していくと、民間企業や家計の資金調達、市場機能を通じた

効率的な資源配分を阻害し、経済の活力を低下させる。 

財政赤字の問題点 
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1960年度 1970年度 1980年度 1990年度 2000年度 2014年度 

国債費 

地方交付税等 

社会保障 
関係費 

その他 

公共事業 
関係費 

・文教及び科学 

 振興費 

・防衛関係費 等 

（注）平成12年度までは決算、26年度は予算による。 

一般会計歳出に占める主要経費別割合の推移 
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24韓国 

（注1）  数値は一般政府（中央政府、地方政府、社会保障基金を合わせたもの）ベース。 
（注２）  政府の総支出には利払費が含まれている。 
（出典） OECD「Stat Extracts National Accounts」、EU「Ｅuro stat Government Finance Statistics」。 

政府の総支出（対ＧＤＰ比） 
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▲3.2 

+10.7 

財政状況の推移（政府の規模） 

政府の社会保障以外の支出（対ＧＤＰ比） 
※利払費を除く  

1995年 
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1995年 2011年 

政府の租税収入（対ＧＤＰ比） 

▲0.9 

政府の財政収支（対ＧＤＰ比） 

1995年 2014年 

▲0.7 

（注１）  租税収入は一般政府（中央政府、地方政府、社会保障基金を合わせたもの）ベース。また、2011年の数値は、日本は2011年度。 
（注２）  財政収支の数値は一般政府（中央政府、地方政府、社会保障基金を合わせたもの）ベース。ただし、日本及び米国は社会保障基金を除いたベース。また、日本の2014年の財政収支は単年度限りの

特殊要因を除いた数値。 
（出典） 租税収入対ＧＤＰ比はＯＥＣＤ「Revenue Statistics」、同「National accounts」、内閣府「国民経済計算」等、財政収支はＯＥＣＤ「Economic Outlook95」。 

租税負担率と政府の財政収支の推移（対ＧＤＰ比） 
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（単位：％） 
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（注１）  数値は一般政府（中央政府、地方政府、社会保障基金を合わせたもの）ベース。 

（注２）  国民負担率：各国2011年実績、日本は2011年度、ニュージーランドは2005年、カナダは2006年の実績。 

（注３）  政府の社会保障支出：各国2011年実績、日本は2011年度実績、ニュージーランドは2005年、カナダは2006年の実績。 

（出典） 国民負担率：OECD「National Accounts」、同「Revenue Statistics」、内閣府「国民経済計算」等。社会保障支出：OECD「National Accounts」  

OECD諸国における社会保障支出と国民負担率の関係（2011年） 



後代への負担のつけ回しの軽減 

消費税率引上げに伴う社会保障4経費の増 

社会保障の充実 

基礎年金国庫負担割合1/2 

3.2兆円程度 

26年度 29年度（満年度時） 

（注１） 金額は公費ベース（国・地方の合計額）。なお、上記の金額は現時点における案であり、実際の金額は各年度の消費税収の動向等を踏まえて検討することになる。 
（注２） 消費税増収分については、26年度から27年度については、消費税収１％当たり2.7兆円、29年度については１％当たり2.8兆円とそれぞれ仮定し機械的に試算。 

27年度（８％時） 27年度（10％時） 

2.8兆円程度 

０.8兆円程度 

7.3兆円程度 

約３兆円程度 約３兆円程度 2.95兆円程度 

１.8兆円強程度 １.35兆円程度 

0.5兆円程度 
0.2兆円程度 

1.3兆円程度 0.3兆円程度 
0.4兆円程度 

３兆円強 

４兆円強 

（５兆円程度） 

（８兆円程度） 

（９兆円台半ば程度） 

（14兆円程度） 

消費税増収分の使途について 
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Ⅱ． 財政健全化に向けた目標 

   国・地方を合わせた基礎的財政収支について、2015年度までに2010年度に比べ赤字の対GDP比を半減、

2020年度までに黒字化、その後の債務残高対GDP比の安定的な引下げを目指す。 

 

Ⅳ．平成32年度（2020年度）の目標達成に向けて 

   今後、平成32年度（2020年度）までの国・地方の基礎的財政収支黒字化を実現するためには、平成27年度

（2015年度）までの取組と同様に、一般会計上の基礎的財政収支を改善し、黒字化させることが基本となる。 

   そのため、各年度の一般会計予算において、基礎的財政収支対象経費と税収等（税収と税外収入の合計

をいう。以下同じ。）の対GDP比の乖離を解消できるよう、基礎的財政収支対象経費の対GDP比を着実に縮小

させるとともに、税収等についても対GDP比で拡大させていく必要がある。 
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当面の財政健全化に向けた取組等について－中期財政計画―（抄） 
（平成25年８月８日 閣議了解） 



 具体的には、平成27年度（2015年度）の目標達成に向けた取組を進めながら検討を進め、同年度の予算にお

ける基礎的財政収支対象経費と税収等の対GDP比等を踏まえて経済財政を展望し、2016年度から2020年度の

５年間について更に具体的道筋を描く。 

 その際、各年度の予算において、歳出面においては、無駄の排除などを通じて基礎的財政収支対象経費を極

力抑制しつつ、経済成長によりGDPを増大させることにより、基礎的財政収支対象経費の対GDP比を逓減させ

ていくことを基本とする。歳入面においては、経済成長を通じて税収の対GDP比の伸長を図っていくことを基本と

する。さらに、これらの努力を継続する中で、人口高齢化等を背景として増大する社会保障については、制度改

革を含めた歳出・歳入両面の取組によって財源を確保することを検討する。 

当面の財政健全化に向けた取組等について－中期財政計画―（抄） 
（平成25年８月８日 閣議了解） 
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Ⅰ．総論 

 ５．我が国の財政健全化に向けた取組みについて 

 （２）今後の予算編成における取組み 

       むしろ、2020年度までの国・地方PB黒字化を実現するための具体的な取組みを早急に検討すべきであ

る。26年５月６日に公表されたOECDエコノミックアウトルックでは、「公的債務総残高がGDP比で230%を越え

る中では、依然として、2020年度までのPB黒字化目標を達成するための詳細かつ信認のおける財政健全化

計画が、日本の財政に対する信認を維持するための最優先事項であることに変わりはない。」と指摘してい

る。その具体的な取組みを検討する中で、現行の「中期財政計画」を踏まえ、社会保障については、中期的

に給付と負担の均衡を実現できるよう、各年度において着実に取組みを進め、社会保障以外については各

年度同程度の水準を基本としつつ、PB対象経費全体について極力抑制すべきである。 

     来年度予算編成においては、これらの取組みの初年度として、前年度同様に「中期財政計画」に沿って最

大限努力することで、財政健全化目標達成に向けた取組みを加速し、その上で来年度予算に基づいて、そ

の後の５年間の取組みについて来夏までにさらに具体的な工程を明らかにする必要がある。 

財政制度等審議会「財政健全化に向けた基本的考え方」 
（平成26年５月30日） 
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経済財政運営と改革の基本方針2014 
（平成26年６月24日 閣議決定） 

第３章 経済再生と財政健全化の好循環 

 １． 経済再生と財政健全化の両立に向けた基本的考え方  

 （当面の財政健全化目標に向けて） 

         上記の考え方の下、国・地方を合わせた基礎的財政収支について、2015年度までに2010年度に比べ赤字

の対ＧＤＰ比を半減、2020年度までに黒字化、その後の債務残高対ＧＤＰ比の安定的な引下げを目指す。 

        「中期財政計画」にのっとった歳出の徹底した重点化・効率化などの収支改善努力を継続し、まずは2015

年度目標の着実な達成を目指す。 

        2020年度の基礎的財政収支の黒字化に向けては、2015年度予算編成等を踏まえ、具体的な道筋を早期

に明らかにできるよう検討を進める。経済再生の進展を確かなものとしつつ、収支改善が可能なときにはでき

る限りの改善を図る。 

        また、人口高齢化等を背景として増大する社会保障については、中期的に受益と負担の均衡を目指しな

がら、持続可能な制度の確立に向けて着実に取組を進める。社会保障以外の支出については一層の重点

化・効率化を進め、できる限り抑制する。 
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日本の財政に対する国際機関の見方 
 

 

 医療・介護分野の歳出抑制計画や歳入増を含む、具体的かつ信認のおける財政健全化計画を策定することが優先課題。    

 公的債務総残高がGDP比で230％を越える中では、依然として、2020年度までのＰＢ黒字化目標を達成するための詳細かつ

信認のおける財政健全化計画が、日本の財政に対する信認を維持するための最優先事項であることに変わりはない。 

 消費税率は、現行法どおり2015年までに10％へ引き上げられるべきである。 

 財政健全化が求められるなかで、持続的に成長するかどうかは、物価、賃金、企業収益の上昇という好循環が起こるかどう

かにかかっている。しかしながら、財政健全化が遅れれば、長期金利上昇のリスクが増し、金融部門、財政持続可能性、経

済成長に深刻な影響をもたらし、さらに、世界経済に重大な波及効果をもたらしかねない。 

ＯＥＣＤ「エコノミックアウトルック95」（平成26年５月６日） 

 具体的な中期の財政再建計画は早急に必要。一連の消費税増税は、非常に高い水準にある公的債務の状況に鑑みると、

財政規律の信頼性確立に必要不可欠である。2015年より後の具体的な中期の財政健全化計画の早期策定は、財政の持続

可能性に対する信頼を確立するとともに、下振れリスクに対応するための短期的な柔軟性を与えるだろう。法人税率の引下

げは、成長に貢献するが、それは財政の持続可能性を回復する計画と整合的な、減収分を相殺する政策と組み合わせるこ

とによってのみ行われるべきである。 

 当局はG20で目標として掲げた、2015年度までに国・地方のプライマリーバランス赤字対GDP比を半減させ、▲3.3％にすると

いう目標は達成できないかもしれない。（さらに、この目標は法人税率引下げや消費税の軽減税率の導入によって達成でき

なくなるだろう。） 

 2015年より後の財政健全化策は早急に必要であり、それには更なる歳入措置と社会保障制度改革を含むべきである。そう

した計画は、できる限り成長に親和的で公平であるべきであり、下振れリスクに対応するために、短期的な柔軟性を与える

だろう。取り得る施策としては、最低でも15%への段階的な消費税率引上げ、個人所得税の課税ベースの拡大、年金・医療

支出への対応がある。 

ＩＭＦ「2014年対日４条協議スタッフレポート」（平成26年７月31日） 
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○世界経済フォーラムが本年9月3日に発表した国際競争力ランキングで日本は６位に浮上（The Global Competitiveness 
Report 2014-2015）。 

○同レポートは、日本について、企業の研究開発投資（2位）や技術者の数（3位）等「事業環境」や「技術革新」の分野を
高く評価している一方、財政収支（136位）や公的債務（143位・最下位）等「マクロ経済環境」の分野が全体の競争力を押
下げていると評価。 
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順位 

（Global Competitiveness Index） 

※ 世界競争力レポートでは、競争力を、「国の生産力を決
定する制度、政策、環境等の集合」と定義。 
 国際競争力指数（GCI）は、国レベルのデータを、制
度、社会基盤等12の分野に分けて1-7の指数化し、その
総合指数として算出。 

ﾏｸﾛ経済環境 
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▲10.1% 
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※ 「マクロ経済環境」の分野では、以上の2指標のほか貯蓄投
資ﾊﾞﾗﾝｽ、消費者物価、国債ﾃﾞﾌｫﾙﾄﾘｽｸが指標となっている。 

（全144ヵ国） 

（Goods market） 

（Business 
sophistication） 

（Health） 

○ 世界経済フォーラムが本年9月3日に発表した国際競争力ランキングで日本は６位に浮上（The Global Competitive-
ness Report 2014-2015）。 

○ 同レポートは、日本について、サプライヤーの質（１位）、企業の研究開発投資（２位）、技術者の数（３位）等「事業環境
」や「技術革新」の分野を高く評価している一方、財政収支（136位）、公的債務（143位・最下位）等「マクロ経済環境」の
分野が全体の競争力を押下げていると評価。 

日本の国際競争力についての評価① 

 

・・・                                   

・・・ 

 

・・・ 

（1ヵ国ﾃﾞｰﾀなし） 

「事業環境」・ 「技術革新」分野の主な指標 

サプライヤーの質 企業の研究開発投資 

1 
2 
3 
4 
 

1 
2 
3 
4 
5 
 

順位 

日本 
スイス 
ｵｰｽﾄﾘｱ 
ドイツ 

スイス 
日本 
ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ 
米国 
ドイツ 

順位 

6.2 
6.1 
6.0 
6.0 

5.9 
5.8 
5.7 
5.5 
5.5 

・・・ 

（データの出所：世界経済フォーラム「経営幹部アンケート調査」） 

・・・ 

（データの出所：ＩＭＦ「World Economic Outlook 
Database (April 2014 Edition)」） 

GCI=5.47 

※ 「マクロ経済環境」の分野では、以上の2指標のほか貯蓄投
資ﾊﾞﾗﾝｽ、消費者物価、国債ﾃﾞﾌｫﾙﾄﾘｽｸが指標となっている。 
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日本の国際競争力についての評価② 
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